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１．危惧される将来シナリオと四国

の港湾が果たすべき役割
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危惧される将来シナリオ ～就業者数減少に伴う輸送供給力の低下～
出典：JILPT「平成27年 労働力需給の推計』新たな全国推計を踏まえた都道府県別試算 参考資料」
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＜運輸業のうち、道路貨物運送業就業者における年齢構成比の変化イメージ＞
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左図：総務省「国勢調査」より四国地方整備局作成、右図：10代～20代、60代～70代（10年間の内に就職・退職が発生する）は、2015年の数値に、2015年→2030年の15歳以上総人口の変動率（国立社会保障・人口問題研究所
「日本の地域別将来推計人口」より算出）を乗じる。30～50代は、2015年の20～40代就業者数がそのまま推移すると仮定する。

高齢化・
就業者減

10年間で
約6千人減

15年間で更に
約1万人減

7.7万人
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人口減少

産業競争力低下

・設備投資の敬遠

・内需の低下
・労働力不足

抜港、航路廃止
背後企業の撤退

集荷の難航
港湾整備の遅れ

船社、荷役業者
等の人手不足

四国の人口推計

・産業の撤退、流出

域内総生産の見通し（四国）
経済規模縮小
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危惧される将来シナリオ ～「人口減少」「経済規模縮小」「産業競争力低下」の悪循環～

＜イメージ＞
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設備の老朽化の進展等に対して、必要な設備投資を行わないと・・・

地域 分類 2017実績 2018計画 対前年度比
全国 全産業 181,299億円 218,137億円 20.3％

四国
全産業 2,589億円 3,291億円 27.1%
製造業 1,756億円 2,316億円 31.9%
非製造業 833億円 976億円 17.1%
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引き続き設備投資を
進めなければ状況は悪化
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危惧される将来シナリオ ～設備投資の敬遠による産業の衰退～

出典：四国経済産業局「四国地域の工場立地動向調査結果」

出典：（株）帝国データバンク「四国地区 2018年度の設備投資に関する企業の意識調査」※複数回答可

■設備投資を予定していない理由（上位10項目）

1 現状で設備は適正水準である 43.4％

2 先行きが見通せない 36.1％

3 投資に見合う収益を確保できない 19.3％

4 自社に合う設備が見つからない 13.3％

4 すでに投資を実施した 13.3％

6 レンタルや外注を活用する
（シェアリングサービスを含む）

10.8％

7 市場の需要がない 9.6％

8 手持ち現金が少ない 7.2％

9 投資のための借入見通しが立たない 6.0％

10 借り入れ負担が大きい 4.8％

10 設備入れ替えにともなうリスクが大きい
（生産の一時停止など）

4.8％

・設備投資の敬遠
・設備の老朽化 先行きの不安、リスクの懸念

予算の不足、空間の不足 等

・産業の撤退、流出・内需の低下
・労働力不足 人口減少

利潤の減少
（産業競争力低下）経済規模縮小

出典：（株）日本政策投資銀行「四国地域設備投資計画調査」
■四国における設備投資額動向

■四国における工場立地動向

「2018計画」の四国における全産業の投資額は、全国比1.5％程度
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四国外港湾までの陸送距離増大により輸送コスト
が増加し、競争力が低下
港湾周辺への設備投資の敬遠、産業の撤退による
雇用・人口の減少
これらにより貨物量が減少し、さらなる悪循環を
招く 6

○船舶の大型化が進んだ場合、寄港にかかるコストの増大に伴い、１寄港あたりの必要貨物量が増大。
貨物量が少ない寄港地の抜港や、採算性の悪い航路が廃止される恐れがある。

① 取扱貨物量の少ない寄港地が抜港される可能性

② 採算性の悪い航路が廃止される可能性

（週１便）

ダイレクト航路Ⅰ
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【抜港】

（週１便）

大
型
化

（週２便）

ダイレクト航路Ⅲ

A港 B港 C港

（週２便） （週２便） （週１便）
【減便】

ダイレクト航路Ⅲ

A港 B港 C港
（週１便）
【減便】

（週１便）
【減便】

大
型
化

ダイレクト航路Ⅱ ダイレクト航路Ⅱ 廃止【船舶大型化に伴う船社の損益分岐点の変化（イメージ）】

船舶大型化が進んだ場合、固定費が増大（c→c’）し、損益
分岐点が移る(p→p’)ため、売上(α)＞コスト(β’)とし、
利益を上げるには、貨物量を増やす(n→n’)必要がある。

■船舶大型化により想定される影響■現状の航路実態

高松港

伊万里港

福山港
水島港

広島港

三田尻中関港

中国北部
（大連・青島等）

方面へ

四国内の各港湾に就航するアジアダイレクト航路の
多くは、複数の港湾を巡回する「ミルクラン航路」

大
型
化

船社の売上 α＝Na
寄港コスト β＝Nb＋C
N：コンテナ個数（貨物量）
a：コンテナ1個あたりの売上
b：コンテナ1個あたりの荷役コスト
C：固定費（船員人件費、燃料費、減価

償却費、港湾施設使用料 等 ）
※下線は船舶の大きさに応じ上昇

（高松港に寄港する外貿コンテナ航路の例）

貨物量

売上
・

コスト

大
型
化
に
伴
う
固
定
費
の
増
大

n n’

c

c’

大型船の寄港コスト(β’)

既存船舶の寄港コスト(β)

α＞β
（黒字）

船社の売上(α)

β＞α
（赤字）

α＞β’
（黒字）

β’＞α
（赤字）

p

p’

貨物量を
増やす必要

p, p’ ：損益分岐点

危惧される将来シナリオ ～抜港・航路廃止による輸送コスト増加と雇用・人口減少～
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環境・条件を整えて産業構造の変化を
促し、新たな価値創造を進めていかな
ければ、国内外から四国の産業が取り
残される

7

危惧される将来シナリオ ～環境・条件の不足による産業付加価値の減少～

○四国の強みである「製作・設計」等の要素は、コスト削減により付加価値が減少していく。今後は、
「知識、イメージ、企画・構想」等の要素を高める産業構造の変化による新たな価値創造が必要。

知識、イメージ、
企画・構想

製作
設計

知識、イメージ、
企画・構想

製作
設計

知識、イメージ、
企画・構想

製作
設計

付加価値 （大）（小）

海外生産等によるコスト削減
(=付加価値の低下)

レーダー カメラ

通信
セキュリティ自動運転車の例

四国に強みがある部分

現状の
製造業

付加価値
減少ケース

このまま
進むと…

産業構造の変化
による新たな価値

創造

■産業における付加価値の変化イメージ（製造業の例）

付加価値
増大ケース

新たな価値創造を図るには、産業構造の
変化を促す環境・条件（人材、空間等）
を整える必要

【四国における環境・条件の現状】
・ 若年層の流出
・ 研究開発・IT投資の低さ
・ 企業設備、インフラの老朽化
・ 空間の不足 等

しかし・・・
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四国地方整備局四国の港湾における現状整理

分類 現状

社会・
経済情勢

強み
(Strength) 世界・日本トップクラスのシェアを誇る企業

弱み
(Weakness) 総人口・生産年齢人口の減少、生産性の低下や産業衰退の恐れ、産業構造の変化を促す環境の不足

機会
(Opportunity) 「Society 5.0」の到来、交通ネットワークの整備（空港・道路・鉄道）

脅威
(Threat) 地域間競争の激化（域内総生産等）、若年層の流出、研究開発・IT投資の少なさ、SDGｓへの対応

海上物流

強み
(Strength)

臨海部における産業集積、中長距離フェリーのリプレイス、コンテナ貨物量の増加、船舶大型化、国際
フィーダー航路、開発保全航路の整備・保全

弱み
(Weakness)

内航船員の人手不足、フェリー・RORO航路・輸送量の減少、船舶の老齢化、地元港からの輸出が少ない
農林水産物

機会
(Opportunity) トラックドライバーの不足、モーダルシフトの進展

脅威
(Threat) 抜航・航路廃止の恐れ、SOｘの排出規制への対応

観光・賑わい

強み
(Strength)

豊かな観光資源、クルーズ船寄港数の増加、多様なクルーズ船の寄港（大型外港クルーズ船、小型高級ク
ルーズ船等）、みなとオアシスの増加、既存ストックの活用（釣り等）、瀬戸内地域での連携体制

弱み
(Weakness) クルーズ船による外国人旅客数の減少、訪日客における国籍の偏り（アジア圏が多い）

機会
(Opportunity) インバウンド（宿泊者数、消費額）の増加、メガヨットの受入・新しいみなとまちづくりに向けた動き

脅威
(Threat) 地域間競争の激化（訪日外国人宿泊者数、クルーズ船寄港）

安全・安心

強み
(Strength) ハード・ソフト両面における防災対策の進展、海洋環境への配慮（海洋環境整備事業、藻場造成実験）

弱み
(Weakness) 港湾施設の老朽化進展

機会
(Opportunity) 全国・四国全体での防災体制の進化

脅威
(Threat) 自然災害リスク、環境保全への対応（プラスチックごみ、洋上風力発電）
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「危惧される将来シナリオ」を回避するためには
四国の社会・経済を強靱化する必要

9

四国の港湾における現状

就業者数減少に伴う輸送供給力の低下
「人口減少」「経済規模縮小」「産業競争力低下」の悪循環
設備投資の敬遠による産業の衰退
抜港・航路廃止による輸送コスト増加と雇用・人口減少
環境・条件の不足による産業付加価値の減少

四国港湾の強み
（臨海部における産業集積等）

四国港湾の弱み
（生産年齢人口の減少等）

四国港湾の機会
（「Society 5.0」の到来等）

四国港湾の脅威
（地域間競争の激化等）

危惧される将来シナリオ

四国の港湾における現状を踏まえ、四国の社会・経済を強靱化するために港湾が果たすべき役割とは･･･

四国の港湾が果たすべき役割

・港湾空間の活用による付加価値力の創出・港湾物流の高度化による生産性の向上

四国港湾の役割を果たし、四国の社会・経済を強靱化するために「あるべき将来像」を描く
（＝「四国港湾ビジョン（案）」）
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２．四国の港湾が役割を果たす上

で考慮すべき視点
（「港湾の中長期政策『PORT2030』」より）
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四国地方整備局次世代高規格ユニットロードターミナル
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○情報通信技術や自働化技術を効果的に活用することにより、物流コストの低減やリードタイムの短縮を図るとともに、
モーダルシフトを促進することにより、ドライバー不足等の国内物流に対する陸上輸送の逼迫感を軽減

自動離着岸装置

自動料金決済

車両の自動運転

船舶自動運航

運航事業者との協働によ
るターミナル規格の統一

情報通信技術を活用した
シャーシ共同管理等

「次世代高規格ユニットロードターミナル」のイメージ

宿泊・休憩施設

ユニットロードターミナル
と個々のロジスティクス施
設間を自動運転で接続

陸上給
電施設

○内航フェリー／ＲＯＲＯ船によるシームレス輸送の効率性向上のため、情報通信技術を活用して料金決済や
シャーシ管理等を効率化するとともに、ターミナル内において自動化技術等を実装した「次世代高規格ユニット
ロードターミナル」を実現する。

※「PORT2030」資料より四国地方整備局作成
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○ Cyber Portにより、国際貿易、観光振興、港湾施設利活用、臨海部防災その他多様な分野で、港湾情報を核とした新たな情報
活用ビジネス・サービスを創出。

Cyber Port 社会の実現

○港湾データ連携基盤の構築により、全ての港湾情報や貿易手続を電子的に取り扱うことを標準とする環境「港
湾の完全電子化」を形成した上で、さらに、今後実現を想定する海外港湾や、農林水産業等の異業種の情報プ
ラットフォームとも接続し、連携する情報の拡大を図り、情報の利活用による利便性・生産性を最大限まで高め
る「Cyber Port」を実現する。
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※「PORT2030」資料より四国地方整備局作成

ＮＡＣＣＳ

荷主

海外港湾
の情報PF

海貨
フォワーダー

陸運
ターミナル

オペレーター
船会社

港湾管理者

他分野の
情報PF

民間の
情報PF

国内港湾の
情報PF

船腹予約 船腹予約確認書 船積指図書 船荷証券

・
・

・
・

・
・

・
・

船社名
本船名
荷送人
荷受地
船積港

・
・
・

入力作業の
省力化

8.9%

29.4%
60.6%

1.2%

13.5%

25.5%
60.5%

0.4%

43.1%

10.4%

40.1%

6.4%

38.4%

20.6%

39.9%

1.1%

30.2%

19.8%

47.5%

2.4%
6.9%

28.3%

61.8%

3.0%

港湾関連データ連携基盤の基本構造情報伝達の現状

電子手続 メール添付

紙・電話等 その他

実態調査
により把握

実態調査
により把握

荷主 海貨

陸運 NVOCC

CT 船社

新規入力

後工程で
活用

完
全
電
子
化



国土交通省
四国地方整備局
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「カーボンフリーポート」の実現

○港湾空間を先進的な環境対策の場として活用することにより、世界をリードする環境対策を推進し温暖化防止に寄与
○循環資源の効率輸送などにより、関連する産業の競争力向上と環境負荷の抑制を両立

LNG燃料船

金属スクラップ

陸上給電設備

循環資源輸送の
国際化・広域化

セメント工場

○ＳＤＧｓやパリ協定の締結等を踏まえ、プラスチックごみ対策、洋上風力発電の推進、LNG燃料船の導入、荷役
機械、輸送機械等の低炭素化や陸上給電設備の導入等のCO2排出源対策に取り組む。

世界をリードするカーボ
ンフリーポートの実現

港湾空間における
カーボンオフセット

CO2排出源対策

CO2吸収源対策

再生可能エネルギーの導入・活用

製鉄所

バイオマス発電

産業廃棄物の有効活用
（バイオマス発電等）

災害廃棄物
（木くず等）

産業廃棄物の循環
（スラグ、石炭灰等）荷役機械

電動型
トランスファーク
レーン

港湾・物流活動の
省エネ化・低炭素化・効率化

（水素化、完全電動化等）

洋上風力発電の
導入促進のための
ルール整備

浚渫土砂・スラグ
等を有効活用した
藻場・干潟の造成

藻場

アマモ場

※「PORT2030」資料より四国地方整備局作成

プラスチックごみの受入



国土交通省
四国地方整備局空間再編等による賑わい拠点の形成

○港湾機能の再配置により、物流や賑わいなど港湾空間の価値を総合的に高め、訪れたくなる「みなとまち」形成を図る
○観光客が求める「本物」の観光資源を快適な環境とともに提供することで、訪日外国人旅行客の満足度向上、地域への経済効果の最大化を図る
○「みなとまち」のブランド化を図り、民間資金の活用を促すことにより、臨港部への新たな投資需要を喚起する

○物流機能の沖合展開に伴い、内港地区のマリーナやみなとオアシス、未利用地等を活用し、規制緩和等を進め
ることにより水域利用と一体となった臨海部空間の再開発を始め民間資金を活用した新たなビジネスを生む。ま
た、訪日外国人旅行客だけでなく市民も交流を深めることのできる、賑わいや潤いのあるウォーターフロント空
間を提供する。

14

ビーチ・マリンスポーツや
観光客等のくつろぎスペース等の
空間としての砂浜・緑地の活用

民間資金を活用した
臨海部空間の再開発

様々な観光資源の
発掘・磨き上げ

文化施設

歴史的遺産

ビーチ

カフェ・レストラン

物流施設の
沖合展開

メガヨット

防波堤の多目的利用

マリーナ

アクティビティ

水上交通

※「PORT2030」資料より四国地方整備局作成



国土交通省
四国地方整備局列島のクルーズアイランド化

○カリブ海や地中海等のクルーズ需要に匹敵する「北東アジアのクルーズハブ」の形成を我が国において目指す
○国内各地の魅力ある地域観光資源と融合したクルーズビジネスの育成により、海の国際交流拠点を形成する。

15

クルーズターミナル

空港・駅・ホテルでの
クルーズ船のチェック
イン環境の整備

案内表示等の多言語
化・多言語音声翻訳シ
ステム等を活用したコ
ミュニケーション

空港

駅ビル・ホテル

島嶼部等も含めた
広域周遊ルートの形成

○クルーズ旅客の利便性向上のため、空港・駅・ホテルでのクルーズチェックインカウンターの設置や、観光地予
約システムの充実、鉄道・航空等他モードとのシームレスな接続により多様なアクセスを確保に向け取り組む 。

また、我が国発着クルーズの増大を図るため、我が国でのシートレードの開催や、島嶼部等も含めた広域周遊
ルート形成を促進する。

シートレード開催

自動運転車両を活用した
きめ細やかなサービス

フライ＆クルーズ

レール＆クルーズ

内陸交通との
シームレスな接続

水上交通

歩行者空間

案内表示等多言語化

多言語音声翻訳シス
テムコミュニケーション

コンベンションセンター

※「PORT2030」資料より四国地方整備局作成



国土交通省
四国地方整備局

３．「四国港湾ビジョン（案）」の

策定における主な論点



国土交通省
四国地方整備局「四国港湾ビジョン（案）」の策定における主な論点
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人口減少下において、輸送の効率化に向けて港湾に求められる役割は何か
関連する具体の施策（例）：「Society 5.0」による物流生産性の向上

内航ユニットロード輸送の高規格化 等

産業構造の変化に向けて、臨海部に求められる機能は何か
関連する具体の施策（例）：港湾における新たなニーズへの対応（洋上風力発電、プラスチックごみの受入）

背後の産業と連携した集貨・創貨（農林水産物輸出等） 等

人々のライフスタイルや価値観の変容に伴い、ウォーターフロントはどうあるべきか
関連する具体の施策（例）：新たなみなとまちづくりに向けた空間形成

クルーズ船寄港、メガヨット受入の拡大 等

四国港湾の強み
（臨海部における産業集積等）

主な論点となり得る事項（案）

四国の港湾における現状

将来像（案）

四国港湾の弱み
（生産年齢人口の減少等）

四国港湾の機会
（「Society 5.0」の到来等）

四国港湾の脅威
（地域間競争の激化等）

四国の港湾が果たすべき役割
・港湾空間の活用による付加価値力の創出・港湾物流の高度化による生産性の向上


